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＜方法論 No.Exxx Ver.1.0＞(案) 

Exxx. カーナビゲーションシステムを利用したエコドライブ支援システムによる CO2

排出削減 

プロジェク

ト概要 

エコドライブ支援システムを活用することで、燃費向上を推進するプロ

ジェクトであり、適格性基準１－５を全て満たすこと。 

適格性基準 

条件１：エコドライブ支援システムを導入している車両を対象としてい

ており、エコドライブ支援システムのサービス提供者がユーザ

ーの利用状況を把握できること。 

条件２：対象車両は、道路運送車両法に基づく「普通自動車」及び「小

型自動車」のうち、貨物運送用及びバス以外の車両とし、新規

に自動車を購入したユーザーは対象としない。 

条件３：プロジェクトの採算性がない、又は他の選択肢と比べて採算性

が低いこと。例えば、投資回収年数が３年以上であること。 

 

＜投資回収年数の計算方法例＞ 

 

サービス提供側 

投資回収年数 

 

 

※設備導入への補助金等がある場合には、それらも算入すること 

※年間売り上げは導入ユーザーからの課金など直接的なサービスからの

収益を対象とする 

条件４：プロジェクトの対象は市民であり、企業がその業務に利用する

車両は対象としない。 

なお、市民参加を前提としているため以下を満たすこと 

①利用市民等が事業に参加していることを知りえる状態とする

こと ②利用市民等による排出削減価値の二重利用（ダブルカウ

ント）の防止措置を行うこと。 

条件５：カーナビゲーションシステムを利用すること。 

 

 

          ソフト・ハード開発費 

＝ 

     年間売り上げ － サービス運営費 



 
 

資料 2 
 

 2

＜適格性基準の説明＞ 

条件１： エコドライブ支援システムを導入している車両を対象としていること 

本プロジェクトはエコドライブ支援システムを用いて走行距離・燃費データを取得する

ため、車両に専用の車載機を搭載している必要がある。 

「エコドライブ支援システム」は、ICT（情報通信技術）を活用してユーザーに働きかけ

てエコドライブスキルを向上し、車の実用燃費を改善する仕組みを指し、一般にユーザー

車両に通信端末等を導入し、適宜走行距離や燃費データ送付することでサービス提供側に

実績を蓄積する。 

 

条件２：対象車両は、道路運送車両法に基づく「普通自動車」及び「小型自動車」のうち、

貨物運送用トラック及びバス以外の車両とし、新規に自動車を購入したユーザーは対象と

しない 

 通常、道路運送車両法に基づく普通自動車及び小型自動車には貨物運送用のトラックや

バスを含むが、これらは主に事業用であり、配送・運行ルートが決められている場合など

本エコドライブ支援システムの機能が十分に発揮されない。また、現時点では貨物運送用

トラック及びバス向けカーナビゲーションシステムを利用したエコドライブ支援システム

サービスは提供されていないことから、本方法論の対象外とした。 

 新規に購入したユーザーとは、これまで自動車を保有しておらず、新たに自動車を購入

するユーザーのことを指し、買い換えによる自動車の購入は対象とする。 

 

条件３：経済性評価 

プロジェクト事業者の経済メリット（収益）が大きい場合、本制度がなくともプロジェ

クトが実施されると想定される。したがって、プロジェクトの採算性がない、又は他の選

択肢と比べて採算性が低いことを条件とする。 

具体的には、例えば投資を必要とする場合には投資回収年数が 3 年以上であることなど

を示す必要がある。 

なお、サービス提供側の年間売り上げについては、エコドライブ支援システムに必要な端末自

体の売り上げは考慮せず、導入ユーザーから得ているサービス利用課金のみを対象とする。 

 

条件４：プロジェクトの対象は市民であり、企業がその業務に利用する車両は対象としな

い。なお、市民参加を前提としているため以下を満たすこと 

本プロジェクトはエコドライブ支援システムにより、市民が自動車を運転する際の燃費

を向上し、化石燃料の消費を減らすことを目的としている。したがって、本方法論の対象

となる車両は、市民が保有しているものに限定する。企業が保有しその業務に利用する車

両（例えば、営業車両など）については、従業員教育などによってエコドライブを自ら実

施している場合も考えられるため、本方法論の対象とはしない。 

 

なお、下記の条件を満たすことにより、登録プロジェクトの変更申請や再度の妥当性確

認を行うことなく、活動を追加することを許容し、検証段階における確認で代えることが

できる。利用者である市民に対して、下記の内容を認識してもらったうえで、サービス開

始時に参加意志確認を行うことが求められる。 

  

①利用市民等が事業に参加していることを知りえる状態とすること 

申請事業者は、利用市民等に対して排出削減事業及びオフセット・クレジット（J-VER）

創出事業に参加していることを知りえる状態とすること。 方法例としては、アンケート

形式での参加意思確認（ダブルカウント回避の意思確認を必要とする場合）、掲示、配付
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物、ホームページによる事業概要の表示（ダブルカウントの恐れがない場合）等がある。 

※なお、これらの確認や表示において、オフセット・クレジット（J-VER）取得による便

益の配分や還元の考え方についても含んでおくことが望ましい。 

②利用市民等によるダブルカウントの防止措置を行うこと 

申請事業者が、利用市民等による排出削減価値の二重利用（ダブルカウント）を防止す

る措置を取ること。 

システム利用者に対して誓約書、確認書等によりダブルカウントを行わないという意志

を確認する。 

 

※新規で購入した車両ではないことを確認すること 

条件２に関するものであるが、上記①②と同様にアンケート等による確認を行うこと。 

 

条件５：カーナビゲーションシステムを利用すること 

カーナビゲーションシステムとは、道順案内などを行いドライバーの運転を支援する車

載システムであり、エコドライブ・マネジメント・システム（EMS）支援装置の一種である。 
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JEAMxxx(Ver.1.0)－エコドライブ支援システムによる CO2 排出削減に関する方法論 

 

１．対象プロジェクト  

本方法論は、ポジティブリスト No.Exxx「エコドライブ支援システムによる CO2 排出削減」（エ
コドライブ支援システムを活用することで、燃費向上を推進するプロジェクト）と対応しており、

当該ポジティブリストに記載されている適格性基準を全て満たすプロジェクトが対象である。 

 

２．ベースラインシナリオ 

 エコドライブ支援システムの利用なしにそのまま車両走行している状態をベースライ
ンとする。 

 

３．排出削減量の算定で考慮すべき温室効果ガス排出活動 

 排出活動 
温室効果

ガス 
説明 

ベースライン

排出量 

車両走行に

必要な化石

燃料の使用 

CO2 
プロジェクト実施前の車両走行のための化石

燃料使用によって CO2 が排出される。 

プロジェクト

排出量 

車両走行に

必要な化石

燃料の使用 

CO2 
プロジェクト実施後の車両走行のための化石

燃料使用によって CO2 が排出される。 

走行距離・

燃費データ

の集計によ

り消費され

る電力 

CO2 

エコドライブ支援システムにおけるデータ集

計に関連する設備（サーバー等）によって電

力が消費され、CO2 が排出される 

 

４．排出削減量の算定 

ERy =  BEy － PEy  

ERy エコドライブ支援システムの導入による燃費改善起因の温室効果ガス排出

削減量（tCO2/年） 

BEy プロジェクト実施前の年間 CO2 排出量（t-CO2/年） 

PEy プロジェクト実施に伴う年間 CO2 排出量（tCO2/年） 

 

 

５．ベースライン排出量の算定 

 

BEy = ΣBE 車,y 

BE 車,y = PD 車,測,y ÷ PEF 車,測,y × （1 ＋ α）÷ 1000 × CV 車,y × CEF 車,y 

BEy プロジェクト実施前の年間 CO2 排出量（t-CO2/年） 

BE 車,y プロジェクト実施前の各車両の走行で消費される化石燃料起源の年間CO2排

出量（tCO2/年） 

PD 車,測,y プロジェクト実施後の対象車両の実測走行距離（km/年） 
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PEF 車,測,y プロジェクト実施後の対象車両の実測燃費（km/l） 

α エコドライブ支援システムの導入による燃費改善率 

CV 車,y 対象車両で使用される化石燃料の単位発熱量（GJ/kℓ） 

CEF 車,y 対象車両で使用される化石燃料の CO2 排出係数（tCO2/GJ）  

 

※αは各プロジェクト事業者が過去データから算出して妥当な値を設定 

 

【αの設定について】 

本プロジェクトでは、過去実績データからあらかじめ算出した改善率を定め、ベースラインの

算出に使用する。車種、排気量、燃料タイプ、走行エリア、年式、システム利用頻度等で区分け

し、統計的に妥当な値を設定する。 

過去データの条件としては季節による影響を排除するため、「過去 1 年分のデータ」を元に算

出する。具体的には、「直近一年の期間中を設定し、期間内におけるエコドライブ支援システム

の利用者と非利用者から得たデータを元に、導入前・後の平均値を求めて改善率を算出」する。 

※同一ユーザーのエコドライブ支援システム導入前・後の記録がそれぞれ 1年分残っており、 

各ユーザーの改善率を求めて平均値を算出できる場合は、こちらの方法でも可とする。 

 

 

 

６．プロジェクト排出量の算定 

 

6.1．対象車両の走行に伴うプロジェクト排出量の算定 

 

PEy= Σ （PD 車,測,y ÷ PEF 車,y ÷ 1000 × CV 車,y × CEF 車,y ） 

PEy  プロジェクト実施に伴う年間 CO2 排出量（tCO2/年） 

PD 車,測,y プロジェクト実施後の対象車両の実測走行距離（km/年） 

PEF 車,測,y プロジェクト実施後の対象車両の実測燃費（km/l） 

CV 車,y 対象車両で使用される化石燃料の単位発熱量（GJ/kℓ） 

CEF 車,y 対象車両で使用される化石燃料の CO2 排出係数（tCO2/GJ）  

 

 

 

6.2． プロジェクト実施に伴う、情報通信機器等による電力使用 

 

PEy =  PE 電,y 

PEy プロジェクト実施に伴う年間 CO2 排出量（tCO2/年） 

PE 電 y プロジェクト実施に伴う情報通信機器等による電力使用に伴って発生する

年間 CO2 排出量（tCO2/年） 

 

  ①実測による算定方法 

PE 電,y = ECi,電,y × CEF 電,y 

PE 電,y 情報通信機器で消費される電力起源の年間 CO2 排出量（tCO2/年） 

EC 電,y 情報通信機器によって消費される年間電力消費量（MWh/年） 

CEF 電,y 当該電力の CO2 排出係数（tCO2/MWh）  

 

  ②設備仕様(定格電力)からの算定方法 

PE 電,y = ES 電,y × ET 電,y × CEF 電,y 

PE 電,y 情報通信機器で消費される電力起源の年間 CO2 排出量（tCO2/年） 
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ES 電,y 情報機器の定格最大電力消費量（MW） 

ET 電,y 情報機器の年間稼働時間（時間/年） 

CEF 電,y 当該電力の CO2 排出係数（tCO2/MWh）  

 

※なお、本方法論では本システムを導入することによって追加したサーバ等のハードウェ

アに関する排出量のみを算定することとし、データ処理等に用いる PC および端末につい

ては、プロジェクト排出に算入しなくてもよい。 

※情報通信機器等による電力使用量については、データ処理量などにより情報通信機器全

体の電力消費量から、当該サービス分を按分しても良い。 

 

 

 

７．モニタリング（具体的なモニタリング方法及びここに掲げていないパラメータについては、

「オフセット・クレジット（J-VER）制度モニタリング方法ガイドライン」（以下、MRG）を参照

のこと） 

 

モニタリングが必要なパラメータ、その測定方法例と測定頻度は、下表のとおりである。

計量器の校正頻度に関しては各メーカーの推奨に従うこと。 

なお、下表に記載した測定頻度を上回る頻度で測定した場合には、下記いずれかの方法を

選択する。 

① 測定した頻度毎に算定する 

② 下表に記載した測定頻度毎に平均値をとる 

 

＜化石燃料＞ 

  

化石燃料の単位発熱量 

パラメータ CV 車,y：対象車両で使用される化石燃料の単位発熱量（GJ/kℓ） 

測定方法例 デフォルト値又は供給会社等による成分分析結果を適用する。または、

自ら JIS に基づき測定する。なお、高位又は低位への換算が必要な場合

には、以下の換算方法を用いること。 

 石炭、石油 ： 低位発熱量 ＝ 高位発熱量 × ０．９５ 

 天然ガス  ： 低位発熱量 ＝ 高位発熱量 × ０．９０ 

デフォルト値を使用する場合は、「オフセット・クレジット（J-VER）制

度における温室効果ガス算定用デフォルト値一覧」に記載されている単

位発熱量を適用すること。 

測定頻度 液体・気体燃料の場合：デフォルト値を適用可能であり、必ずしも測定

する必要はない。都市ガスについては、供給会社による提供値を使用可

能であり、自ら測定する必要はない。 

MRG 該当項 2.1「燃料の使用」 

 

化石燃料の CO2 排出係数 

パラメータ CEF 車,y：対象車両で使用される化石燃料の CO2 排出係数（tCO2/GJ） 

測定方法例 デフォルト値又は供給会社等による成分分析結果を適用する。または、

自ら JIS に基づき測定する。なお、高位又は低位への換算が必要な場合

には、以下の換算方法を用いること。 

 石炭、石油 ： 低位発熱量ベースの排出係数  
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＝ 高位発熱量ベースの排出係数 ÷ ０．９５ 

 天然ガス  ： 低位発熱量ベースの排出係数  

＝ 高位発熱量ベースの排出係数 ÷ ０．９０ 

デフォルト値を使用する場合は、「オフセット・クレジット（J-VER）制

度における温室効果ガス算定用デフォルト値一覧」に記載されている排

出係数を適用すること。 

測定頻度 液体・気体燃料の場合：デフォルト値を適用可能であり、必ずしも測定

する必要はない。 

MRG 該当項 2.1「燃料の使用」 

 

＜電力＞ 

電力の消費量 

パラメータ EC 電,y：情報通信機器によって消費される年間電力消費量（MWh/年） 

ES 電,y：情報通信機器の定格最大電力消費量（MW） 

ET 電,y：情報通信機器の年間稼働時間（時間/年） 

測定方法例 購入伝票を使用する。または、計量器（電力量計等）を用いて測定する。  

※年間電力消費量が直接計測できない場合には、年間稼働時間（時間）

×設備の仕様に表示される最大電力消費量（MW）を年間電力使用量と

しても良い。 

測定頻度 原則月一回以上 

MRG 該当項 2.2「電気事業者から供給された電力の使用」 

 

 

電力の CO2 排出係数 

パラメータ CEF 電,y：当該電力の CO2 排出係数（tCO2/MWh） 

測定方法例 「オフセット・クレジット（J-VER）制度における温室効果ガス算定用デ

フォルト値一覧」を参照すること。 

測定頻度 検証時において最新のものを使用する。詳細については「オフセット・

クレジット（J-VER）制度における温室効果ガス算定用デフォルト値一覧」

を参照すること。 

MRG 該当項 2.2「電気事業者から供給された電力の使用」 

 

＜その他＞ 

車両の燃費効率（実測） 

パラメータ EF 車,測,y：対象車両の平均燃費（km/l） 

測定方法例 エコドライブ支援システムにより測定された燃費データを使用 

測定頻度 原則年１回以上 

MRG 該当項 2.1.3「車両による燃料（ガソリン、軽油、LPG）の使用」 

 

 

  プロジェクト実施後の対象車両の走行距離 
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パラメータ PD 車,測,y：プロジェクト実施後の対象車両の年間走行距離（km/年） 

測定方法例 エコドライブ支援システムにより測定されたデータを使用 

測定頻度 原則年１回以上 

MRG 該当項 2.1.3「車両による燃料（ガソリン、軽油、LPG）の使用」 

   

   

 

なお、モニタリング方法ガイドラインに記載されていない独自手法またはデータを用いてモニ

タリングする場合は、その方法を採用する合理的根拠やデータの出典をモニタリングプランに提

示しなければならない。 
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別添資料１：妥当性確認にあたって準備が必要な資料一覧 

 

【エコドライブ支援システムによる CO2 排出削減】 

資料番号 資料の内容 

 プロジェクト計画書                 

 プロジェクト計画書別紙（モニタリング計画） 

添付資料 プロジェクト計画書で引用・参照している証拠等の資料 

資料 1 プロジェクト代表事業者、その他プロジェクト参加者の紹介資料（パンフレッ

ト等）、及びプロジェクト事業者・参加者間の関係が分かる図 

資料 2 プロジェクトで用いられるエコドライブ支援システムのサービス概要が分か

る資料（パンフレット等） 

資料 3 市民参加型プロジェクト関連資料 

・参加市民及び参加車両リスト 

・各参加者のサービス利用開始日が分かる資料 

・市民等が事業に参加していることを知りえる状態であることを示す証跡 

・利用市民等による排出削減価値の二重利用（ダブルカウント）を防止する

措置をとったことを示す証跡 

資料 4 エコドライブ支援システムの導入による燃費改善率（α）の設定に用いられた

根拠資料 

・エコドライブ支援システム利用者の過去 1年分の燃費データ 

資料 1 - S 

※ 

【補助金を受給している場合】補助金交付通知書（または同等の資料） 

注）「※」のついた資料に限り、プロジェクト計画書提出の時点で資料を準備できない場合

は、準備状況を示す資料提出により代替することができ、意見募集（パブリックコメン

ト）に付す必要はありません。ただし、妥当性確認機関の提出要求があった場合はそれ

に従ってください。 
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別添資料２：方法論の改訂内容の詳細 
 

Ver 改訂日 有効期限 主な改訂箇所 

1.0 2011/10/14 ― ― 

    

 

 

 


